
ＢＣＰ作成(居宅介護)

厚生労働省
令和５年度 介護ＢＣＰ策定支援セミナー

令和５年度 厚生労働省委託事業
「介護施設等における感染症の感染対策及び業務継続計画（BCP）策定に係る調査研究及び当該調査研究を踏まえた研修業務一式」

ひな形(例示入り)を活用した
BCP(業務継続計画)の作り方を解説
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３．ひな形の使い方１．例示入りひな形の使い方
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１．１ 厚生労働省の資料を利用 4

例示入りひな形は全5種類

類型 感染症 自然災害

入所 ①入所系

④共通
通所 ②通所系 ⑤サービス固有・・・通所

訪問 ③訪問系
⑤サービス固有・・・訪問
⑤サービス固有・・・居宅介護支援

今回使用する資料

（１）業務継続ガイドライン 令和6年3月に更新された最新版
感染症(第2.0版)、自然災害(第1.1版)

（２）ひな形（例示入り）
感染症は第2.0版対応の最新版

自然災害は更新なし

⑤サービス固有は、④共通の中に追加



１．総則
施設内で方針を決定する。

１．１ 目的

本計画は、新型コロナウイルス感染症の感染者(感染疑いを含む)が施設内で発生した場合において
も、サービス提供を継続するために当施設の実施すべき事項を定めるとともに、定めた実施事項を平
時から円滑に実行できるよう準備すべき事項を定める。

１．２ 基本方針
本計画に関する基本方針を以下のとおりとする。

①入所者の安全確保：
入所者は重症化リスクが高く、集団感染が発生した場合、深刻な被害が生じるおそれがあることに留
意して感染拡大防止に努める。

②サービスの継続：
入所者の生命、身体の安全、健康を守るために最低限必要となる機能を維持する。

③職員の安全確保：
職員の生命を守り、生活を維持しつつ、感染拡大防止に努める。

１．２ ＢＣＰひな形の使い方（１） 5

➢記入例が黒字で記入済み。必要に応じて修正、追加・削除

法人、事業所の実情に応じて記入例を参考に検討する。
記入例のままでで支障がない場合は記入例のままでも可
法人、事業所の実情に応じて記入例を参考に検討する。
記入例のままでで支障がない場合は記入例のままでも可



２．平常時の対応
対応主体の決定、計画のメンテナンス・周知、感染疑い事例発生の緊急時対応を見据えた事前準備
を、下記で実施する。

２．１ 対応主体

災害対策本部長(理事長 ●● ●●)の統括のもと関係部門が一丸となって対応する。

２．２ 対応事項
対応事項は以下のとおり。

（１）体制構築・整備①

●全体を統括する責任者： 理事長 ●● ●●
 代行者： 施設長 ●● ●●

●役割を認識し、スムーズに活動するために、担当者名/部署名には具体的な氏名、権限と役割を記
載する。推進体制を【様式１】推進体制の構成メンバーに示す。

【様式１】

１．３ ＢＣＰひな形の使い方（２） 6

関係する様式
赤字は見直しが必要

赤字：施設名等の固有のものですので、修正する
青字：BCP作成の手順です

手順に従い補足・様式資料を作成する

➢赤字は必ず見直す。青字は作成の解説



１．４ ＢＣＰひな形の使い方（３） 7

備蓄品の管理をするため記入する。（※必要に応じてシートをコピーして使用。）

№ 品目
備蓄量 必要

量
過不足
量

単位 保管場所 担当者 調達先 備考
目安 備蓄量

1 マスク（不織布製マスク）
2 サージカルマスク(N95)

3
体温計（非接触型体温
計）

4 ゴム手袋（使い捨て）
5 フェイスシールド
6 ゴーグル
7 使い捨て袖付きエプロン
8 ガウン
9 キャップ
10 次亜塩素酸ナトリウム液
11 消毒用アルコール
12 ガーゼ・コットン
13 トイレットペーパー
14 ティッシュペーパー

品目などの事例は記入済み
必要に応じて追加・削除する

様式6：備蓄品リスト

➢様式集についても、示されている例を参考に修正



２．ＢＣＰの検討・作成の仕方
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２．１ ＢＣＰ作成にあたっての課題

（１）講義を聞いたが、実際に着手できない。

⇒例示入りひな形を活用する

（２）ＢＣＰの作成を開始したが、作成が進まない。

⇒①優先業務の業務継続を理解する。逐次、ＢＣＰを良くしていく

（３）ＢＣＰは作成できたが、役立つか不安に感じる。

⇒②災害や感染症発生時を机上訓練で確認(訓練の動画参照)

（４）ひな形に記載例が少ない部分がある

⇒③介護サービス別の検討ポイントを個別に解説
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➢「災害や感染症発生時にサービスを継続する」ことが目的



● 被害想定
● 体制構築
● 初動対応

・人命安全確保
・安否確認
・帰宅判断
・地域対応

● 復旧準備対応
・被害情報収集
・業務インフラ復旧

● 本格復旧対応
・優先業務の選択
・復旧手順の遂行

２．２ ＢＣＰの全体像の理解（自然災害の例） 10

サ
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ス
提
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時間

100%

災害

介護サービスの低下
や停止

時間

100%

災害

介護サービスの維持

業務を
急回復

サ
ー
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供

事前
対策 初動

対応
業務
継続

業務
回復

全面
復旧

安全
確保

防災

➢人命の安全を確保し、サービスを継続することが目的

➢ＢＣＰの初動対応・業務継続が重要

ＢＣＰ

ＢＣＰの主な項目

防災
初動対応

ＢＣＰ
基本方針

ＢＣＰ
業務継続

ＢＣＰ
初動対応

自然災害ガイドライン
(4ページ)



２．３ ＢＣＰ作成で検討すべき人・モノの違い 11

施設・事業所内

場所(災害想定範囲)

送迎、利用者宅 地域、市町村

入所者、
施設・事業所内職員

利用者、
事業所内外の職員

利用者、
事業所内外の職員
広範囲な関係者

＋法人、他施設職員

人物(情報連絡先)

小規模
多機能

入所系
大規模

通所系

居宅介護
支援

福祉用具

入所系
小規模

訪問系

地域包括支援

➢サービスによって、ＢＣＰで検討すべき人とモノ(場所)が異なる

医師

自治体、社協、民生委員、町内会・自治会

避難所



３．自然災害リスクの把握

12



３．１ リスクの把握 13

➢【自然災害】施設・事業所がある場所の危険度を必ず全て把握する

（１）市町村などが配布・公開しているハザードマップ、防災マニュアル。

（２）ハザードマップポータルサイト(下記URL)を活用。

https://disaportal.gsi.go.jp/index.html

洪水、土砂災害、高潮、津波 地震

住所を入力する

重ねるハザードマップ
の使い方は
ここを選択



３．２ 全リスクの把握が必須(補足6 ハザードマップ)

①施設・事業所の住所を入力
②災害を選択 必要であれば、③重ねたい災害を選択

https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/pamphlet/pamphlet.html

①②災害を選択
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３．３ 全リスクの把握が必須(補足6 ハザードマップ)

④十字が表示されている施設・事業所の位置を確認し、クリック
⑤避難場所を確認

https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/pamphlet/pamphlet.html
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３．４ 移動中、避難時のリスク

⑥確認したい避難場所をクリック

https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/pamphlet/pamphlet.html
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３．５ ＢＣＰの発動基準(洪水、土砂災害、高潮)

➢タイムラインを作成し、どこでBCPを発動するかを決める

引用：「国土交通省 要配慮者利用施設の浸水対策 要配慮者利用施設における避難確保に関するｅラーニング教材

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html
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４．ＢＣＰ作成上の注意点
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４．１ ＢＣＰ作成上の注意点の一覧 19

➢ 説明の順番 （１）～（６）の順番で説明

ＢＣＰ基本構成 感染症ＢＣＰ 自然災害ＢＣＰ

１．基本方針 （１）推進体制
（２）優先業務

（１）推進体制
（２）優先業務

２．事前準備 （３）感染防止の取組み （４）必要なリソースの確保

３．初動対応 （５）行動基準・参集基準

４．業務継続 （６）職員の確保 （６）職員確保
（他施設・地域連携）



（１）BCP推進体制 20

組織体制 役割 法人 大規模 中規模 小規模
対策本部長 全体統制、緊急時の意思決定 ● ● ● ●
事務局長 対策本部の運営、命令伝達 ★ 〇
事務局メンバー 対外対応窓口、ボランティア受入 ★ 〇 〇 〇
広報・情報班 外部連絡、ご家族へ連絡 ★ 〇 〇 〇
設備・調達班 物資の調達、委託業者との調整 ★ 〇 〇 〇
現場責任者 施設内の統括 ●
医療・看護班 感染拡大防止対策の統括 ● ●
介護班 介護業務の継続 ● ● 〇
給食班 給食業務の継続 ● ●

➢ 推進体制は、感染症、自然災害で共通でも良い。
➢ 感染症では、基本方針、事前準備、初動対応、業務継続を同一体制でも良い。
➢ 正副２名の配置

●：必須、〇：任意、★：法人/本部の支援推進体制のイメージ

法人 ： 法人/本部、会社/本社が、施設・事業所を支援する場合、
施設・事業所の業務の一部を代行

大規模： １事業所で複数のサービスを提供する場合、事業所全体の統括者を設置
中規模： １事業所で１サービスを提供する場合は、事業所長・責任者が本部長を担当
小規模： できればヘルパー等との連絡役として介護班を設置



（２）サービス別の優先業務と業務継続の課題 21

区分 サービス
優先業務

災害時にも最低限
継続させる業務

課題

情報連絡 その他

入所
有料老人ﾎｰﾑ

食事、排泄、医療ケア

家族 職員確保(夜間対応)
委託業務への対応介護施設 家族

通所
ショートステイ 家族 入所との連携

デイサービス 安否確認 利用者＋家族 帰宅困難者の宿泊対応

訪問

訪問介護・看護
食事、排泄、医療ケア

安否確認
利用者＋家族

地域(病院)での連携
利用者の安否確認

訪問入浴・リハ 安否確認 利用者＋家族 入浴中の安全確保

福祉用具 修理、停電対応、安否確認 利用者＋家族 避難所への用具提供

居宅介護支援 安否確認、

ケアプラン見直し

利用者＋家族
利用者宅の安全対策
利用者の安否確認
ケアプラン見直し
被災ケアマネ対応(包括)

地域包括支援 利用者＋家族

全 小規模多機能
安否確認、

ケアプラン見直し
食事、排泄、医療ケア

利用者＋家族

➢サービス毎に優先業務が異なる

➢優先業務を継続するための課題も異なる

優先業務は業務継続時の優先であり、
安全確保は常に優先業務である



（２）優先業務の選定(居宅介護支援、包括支援) 22

居宅介護支援
居宅療養管理指導
介護予防・日常生活支援総合事業
福祉用具貸与
特定福祉用具販売
住宅改修

地域包括支援（介護予防支援）

優先
業務

【全場所※】安全確保、安否確認 【事業所】安全確保、安否確認

追
加
業
務

安全
確保

【事業所】事業所内・外への避難
【移動中】安全な場所への避難
【訪問中】屋外への避難、避難所等への避難

【事業所】事業所内・外への避難

業務
継続

【事業所】職員確保(業務調整)
【事業所】利用者の状態把握(含む避難先)
【事業所】居宅サービスの実施状況の把握
【事業所】ケアプランの見直し、入所調整等
【事業所】地域関連機関等との連絡・調整
【避難所等】福祉用具の提供

【事業所】職員確保(業務調整)
【事業所】利用者の状態把握(含む避難先)
【事業所】総合相談支援(含む避難先)
【事業所】ケアマネジャー支援
【事業所】ケアプランの見直し
【事業所】地域関連機関等との連絡・調整

縮小
業務

新規相談・ケアプラン作成
サービス担当者会議(書面等)
モニタリング(書面等)

優先業務は様式7 業務分類、補足8 優先業務の検討、補足13 重要業務の継続に記載

※全場所：事業所、送迎・移動中、訪問先



（３）感染防止 23

➢感染拡大防止の考え方は、変わっていない



（４）必要なリソース 24

➢業務に必要なリソースの不足と追加業務の発生

区分 項目 リソース不足 業務追加

人 職員 出社できない 安否確認、消毒

業者 委託業務中断 業務取込み

モノ 建物、
機器

建物の損壊
ガソリン不足で車が使えない

後片付け、
物資調達

インフラ 電気、ガス、水道の停止 代替手段

物資 食材、水、介護用品 物資調達

金 資金 現金



（５）行動基準・参集基準

25

１．ＢＣＰの発動基準

地震・津波 ：地震発生。例えば、震度５弱で発動

洪水 ：発動のタイミングが難しい。タイムラインで検討

２．行動基準

就業中 ：安全確保

移動・通勤中：車、公共交通機関 安全確保→次の行動を決めておく

訪問中 :安全確保 → 利用者への対応を決めておく

３．参集基準 夜間は危険なため、朝になってから出社 【安全第一】

（１）対策本部メンバー → 出社

（２）それ以外 → 自宅待機または出社(※)

※自宅の場所、通勤手段を事前に整理し、出勤条件を決める

例えば、10km以内(災害時は徒歩2.5km/時間)

例外条件：ご自身ご家族が負傷、自宅が倒壊、ご家族の世話が必要
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（６）職員の確保と対応手段 26

➢災害の種類に係わらず職員の確保が重要

想定：大勢の職員が出勤できない
・地震で公共交通機関が不通、道路・橋が損壊
・感染症で自宅待機

サービスを継続するために、
（１）業務に優先度を付ける。一部のサービスの休止。簡素化

先の優先業務で挙げた縮小業務の休止

（２）普段と違う業務ができるようにマニュアル整備、教育

（３）通信手段の途絶に対応するために、参集基準を事前に決め、自発的に出勤

（４）地域との連携で応援者の協力を得る。
地域住民との普段から交流を持ち、協力が得られる関係を構築



（６）地域との連携（地域貢献） 27

国、県、市町村

地域包括支援センター

居宅介護
支援事業所

ご利用者様・ご家族様

介護サービス事業者

医療機関 民生委員

社会福祉
協議会関係機関

➢ 地域の連携で危機に対応。様式9 被災時利用者一覧表を活用

連携・協力

福祉用具
貸与・販売

避難所
対応

事例 岩手県
地域包括支援センター等災害対応ガイドライン

http://iwate-archive.pref.iwate.jp/wp/?post_type=manual

・安否確認：地域住民との連携
・医療支援：医療機関との連携
・居宅介護支援、地域包括支援：

行政機関等との連携



様式９：重要業務の継続 28



５．感染症ＢＣＰの作成

29



ガイドラインの改訂(令和６年３月) 30

ガイドライン、ひな形の主な見直しポイント

（１）新型コロナウイルスに加え、新興感染症のリスクへの懸念

（２）新型コロナウイルス感染症の５類への移行
・保健所の役割の見直し
・休業要請、自宅待機等の削除
・濃厚接触者を接触者へ変更

（３）「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」への対応

ひな形については、変更箇所を緑色の文字で明記した

名称を「感染症発生時の業務継続ガイドライン」に変更



表紙・目次 31

法人名、事業所名を記入する

改訂日を記入する

最後に、ページ番号を確認する

様式４は必要に応じて使用



１．総則(基本方針)、２．平常時の対応(事前準備) 32

解説済み

感染症の情報収集先を記述
都道府県、関連団体など

解説済み

解説済み



２．平常時の対応(事前準備) 33

感染症対策は別途マニュアルを作成

出入り者の体調管理は事業所の判断で

研修・訓練は訓練の動画で解説



３．初動対応 34

初動対応は、情報の流れに沿って考える
補足２、補足３を活用

感染疑い者への対応の詳細は
感染対策マニュアルに記述



４．感染拡大防止(業務継続) 35

職員の確保については、自然災害
ＢＣＰで検討し、感染症へ反映させる

保健所との連携 見直し
濃厚接触者→接触者へ変更



４．感染拡大防止(業務継続) 36

関連部署との情報共有を行う
連絡・調整業務の負荷を考える

様式７は、事前準備で作成した
ものを状況によっては見直す



４．感染拡大防止(業務継続) 37

更新履歴を記入する



補足１ 対応フローチャート 38

ＢＣＰの全体像の把握に活用 令和６年３月の改訂に合わせ見直し



補足２ 情報共有 39

各班の役割が可視化できる



補足３ 情報伝達の流れ 40

机上訓練に活用



補足４ 様式６の備蓄品の目安計算シート 41

使わなくても構わない



様式１ 推進体制の構成メンバー 42

解説済



様式２ 施設外・事業所外連絡リスト 43

普段から活用し、印刷する場合は、

個人情報に注意する



様式３ 職員、入所者・利用者 体温・体調チェックリスト 44

既存のシートでも良い



様式４ 感染(疑い)者・接触(疑い)者管理リスト 45

必要に応じて使用



様式５ (部署ごと)職員緊急連絡網 46

既存のシートでも良い



様式６ 備蓄品リスト 47

自然災害にも必要



様式７ 業務分類（優先業務の選定） 48

解説済み



様式８ 来所者立ち入り時体温チェックリスト 49

事業所で使用を判断



６．自然災害ＢＣＰの作成

50



１．総論 51

リスク把握は解説済み

感染症と同じでも良い

震度に応じて片方を選択

優先する事業を決める

優先業務は解説済み



１．総論(基本方針)、２．平常時の対応(事前準備) 52

研修・訓練は訓練の動画で解説

建物の耐震性を確認する

設備の耐震対策を行う

水害対策を行う



２．平常時の対応(事前準備) 53

水道は、「飲料水」「生活用水」に分けて、それぞれ「確保策」「削減策」を記載する
避難者の支援も考え、備蓄品は大目に保管する
同様に通信、情報システム、衛生面について検討する

電気は、何に使うかを決め、
必要量に応じた対策を考える



２．平常時の対応(事前準備) 54

通信は、３つの点で検討する
(1)停電で多機能電話が使えない
(2)通話が集中してつながらない
(3)停電が続くとスマホの基地局の

電気がなくなり、スマホの通話、
データ通信ができない
(約6～24時間程度)

トイレは、地震(配管破損)・水害(下水道機能停止)時に流せない
ビニール袋を使った簡易トイレを検討する



３．緊急時の対応(事前準備、初動対応) 55

解説済み解説済み

解説済み

できれば、メール、SNSでの
安否確認



３．緊急時の対応(初動対応、業務継続) 56

解説済み

解説済み



４．他施設との連携、５．地域との連携 57

概要は解説済み



サービス固有（居宅介護支援） 58

緊急連絡先は複数の連絡手段を把握する

地域連携で解説済み

様式９を活用する

休止への対応を検討する

タイムラインを理解し、

早めの判断を可能にする

災害発生後の利用者の状態把握し、計
画の見直し、関連機関と調整する

避難先へのサービス提供の調整

避難時のお薬手帳の持参



補足５ 対応フローチャート 59

ＢＣＰの全体像の把握に活用



補足６ ハザードマップ 60

地図の部分は別紙でも良い



補足７ 自施設で想定される影響 61

震度６の事例

震度７は週単位で作成



補足８ 優先業務の検討 62

訪問系では不要



補足９ 建物・設備の安全対策(地震・水害) 63



補足９ 建物・設備の安全対策(地震・水害) 64

ライフラインの屋外機器も重要



補足１０ 電気、ガス、生活用水が止まった場合の対策 65

解説済み



補足１０ 電気、ガス、生活用水が止まった場合の対策 66

解説済み



補足１０ 電気、ガス、生活用水が止まった場合の対策 67

パソコンを動かす

電源の確保は必須



補足１１ 利用者の安否確認シート 68

訪問系では不要

様式９を活用ください



補足１２ 職員の安否確認シート 69

自宅の状況、

家族の安否も確認



補足１３ 重要業務の継続 70

復旧計画を示すことは

職員の意識付けになる



補足１４ 連携体制の構築 71

連携結果の整理用



様式１ 推進体制の構成メンバー 72

感染症と共通化可能



様式２ 施設外・事業所外連絡リスト 73

感染症と共通化可能



様式５ (部署ごと) 職員緊急連絡網 74

感染症と共通化可能



様式６ 備蓄品リスト① 75

感染症と共通化可能

感染防止関係



様式６ 備蓄品リスト② 76

ライフライン関係



様式６ 備蓄品リスト③ 77

防災関係



様式６ 備蓄品リスト④ 78

衛生用品関係



様式６ 備蓄品リスト⑤ 79

食品関係



様式６ 備蓄品リスト⑥ 80

医薬品関係



様式６ 備蓄品リスト⑦ 81

対策本部関係



様式７ 業務分類(優先業務の選定) 82

解説済み



様式９ 災害時利用者一覧表(安否確認優先順位) 83

既に解説済み
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